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病 院 事 業 会 計 

１ 業務実績 

当年度の業務実績は、次のとおりである。 

（１）病床数 

本院の病床数は５４９床で、前年度と同数となっている。 

（単位：床、％）

２８年度 ２７年度 増　　減 増減率

549 549 0 －

401 401 0 －

120 120 0 －

24 24 0 －

4 4 0 －

区　　　分

病 床 数

一 般 病 床

精 神 病 床

結 核 病 床

感 染 症 病 床  

（２）年間患者数 

年間患者数は３５万３，６４５人で、前年度と比較すると８，３３９人、２．３％の減少と

なっている。 

本院の入院患者は１４万８，２８０人で、前年度と比較すると５，３７９人、３．８％の増

加、外来患者は１９万９，０７６人で、前年度と比較すると１万３，９９１人、６．６％の減

少となっている。 

みなと診療所の患者数は６，２８９人で、前年度と比較すると２７３人、４．５％の増加と

なっている。 

病床利用率は７４．０％で、前年度と比較すると２．９ポイント上昇している。 
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（３）主要な建設改良事業 

当年度の建設改良事業の主な内訳は、電気中央監視システムの更新及び逆浸透法精製水製造

装置等の器械備品取得となっている。 
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２ 予算執行状況 

当年度の予算執行状況は、次のとおりである。 

（１）収益的収支 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 翌年度繰越額 増減又は不用額 執行率

10,013,349,000 9,757,879,254 0 △ 255,469,746 97.4

8,869,219,000 8,719,843,672 0 △ 149,375,328 98.3

1,143,630,000 1,037,849,447 0 △ 105,780,553 90.8

500,000 186,135 0 △ 313,865 37.2

10,653,547,000 10,043,514,565 0 610,032,435 94.3

10,169,605,000 9,587,370,130 0 582,234,870 94.3

438,442,000 421,518,916 0 16,923,084 96.1

44,500,000 34,625,519 0 9,874,481 77.8

1,000,000 0 0 1,000,000 0.0

△ 640,198,000 △ 285,635,311 － － －

科　　　目

病 院 事 業 収 益

医 業 収 益

医 業 外 収 益

特 別 利 益

病 院 事 業 費 用

医 業 費 用

医 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

収　  支　  差　  引
 

病院事業収益の決算額は９７億５，７８７万円で、予算現額１００億１，３３４万円に対し

て９７．４％の執行率となっている。 

病院事業費用の決算額は１００億４，３５１万円で、予算現額１０６億５，３５４万円に対

して９４．３％の執行率となっている。 

（２）資本的収支 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 翌年度繰越額 増減又は不用額 執行率

1,151,557,000 1,078,854,000 0 △ 72,703,000 93.7

509,400,000 431,000,000 0 △ 78,400,000 84.6

642,157,000 640,459,000 0 △ 1,698,000 99.7

0 7,395,000 0 7,395,000 －

1,621,185,000 1,532,396,194 0 88,788,806 94.5

529,400,000 444,599,048 0 84,800,952 84.0

1,052,948,000 1,052,947,146 0 854 100.0

38,837,000 34,850,000 0 3,987,000 89.7

△ 469,628,000 △ 453,542,194 － － －

科　　　目

資 本 的 収 入

企 業 債

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

投 資

収　  支　  差　  引

負 担 金

償 還 金

資 本 的 支 出

 

資本的収入の決算額は１０億７，８８５万円で、予算現額１１億５，１５５万円に対して  

９３．７％の執行率となっている。 

資本的支出の決算額は１５億３，２３９万円で、予算現額１６億２，１１８万円に対し

て９４．５％の執行率となっている。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額４億５，３５４万円は、当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額８６万円、過年度分損益勘定留保資金４，５９２万円、当年度

分損益勘定留保資金４億６７５万円で補填されている。 
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（３）その他の予算事項 

ア 企業債 

企業債の発行は４億３，１００万円で、予算第６条に定める起債限度額５億９４０万円の

範囲内の執行となっている。また、起債の目的、方法、利率及び償還の方法は、予算に定め

るところにより執行されている。 

イ 一時借入金 

当年度中における一時借入金の最高額は８億円で、予算第７条に定める一時借入金限度額

３３億円の範囲内の借入となっている。 

ウ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費 

予算第９条に定める議会の議決を経なければ流用することのできない経費である職員給

与費及び交際費については、その範囲内の執行となっている。 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 不 用 額 執行率

5,553,636,000 5,235,372,663 318,263,337 94.3

500,000 163,264 336,736 32.7

区　　　分

職 員 給 与 費

交 際 費
 

エ 他会計からの補助金 

予算第１０条に定める予算額５億６，４０８万円に対し、決算額は３億３，３９９万円となっ

ている。 

なお、負担金を含めた一般会計からの繰入状況は、次のとおりである。 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 増 　 減 執行率

1,237,836,000 1,089,534,000 △ 148,302,000 88.0

261,990,000 217,009,000 △ 44,981,000 82.8

負 担 金 261,990,000 217,009,000 △ 44,981,000 82.8

975,846,000 872,525,000 △ 103,321,000 89.4

負 担 金 411,757,000 538,529,000 126,772,000 130.8

補 助 金 564,089,000 333,996,000 △ 230,093,000 59.2

642,157,000 640,459,000 △ 1,698,000 99.7

642,157,000 640,459,000 △ 1,698,000 99.7

1,879,993,000 1,729,993,000 △ 150,000,000 92.0

1,315,904,000 1,395,997,000 80,093,000 106.1

564,089,000 333,996,000 △ 230,093,000 59.2

区　　　分

収 益 的 収 入

医 業 収 益

医 業 外 収 益

資 本 的 収 入

負 担 金

合　　　計

負 担 金

補 助 金
 

オ たな卸資産購入限度額 

たな卸資産の購入額は２０億１，１９３万円で、予算第１１条に定めるたな卸資産購入限 

度額２２億１，９９８万円の範囲内の執行となっている。 
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３ 経営成績 

当年度の経営成績を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（１）損 益 

（単位：円、％）

２８年度 ２７年度 増　　減 増減率

8,706,212,371 8,746,162,571 △ 39,950,200 △ 0.5

入 院 収 益 6,240,770,276 6,144,781,119 95,989,157 1.6

外 来 収 益 2,080,505,005 2,170,615,527 △ 90,110,522 △ 4.2

他 会 計 負 担 金 217,009,000 273,639,000 △ 56,630,000 △ 20.7

そ の 他 医 業 収 益 167,928,090 157,126,925 10,801,165 6.9

9,470,659,813 9,450,862,090 19,797,723 0.2

給 与 費 5,231,551,022 5,241,749,299 △ 10,198,277 △ 0.2

材 料 費 1,969,519,979 1,911,701,853 57,818,126 3.0

経 費 1,583,290,532 1,573,607,231 9,683,301 0.6

減 価 償 却 費 627,543,813 684,875,365 △ 57,331,552 △ 8.4

資 産 減 耗 費 32,538,093 8,433,519 24,104,574 285.8

研 究 研 修 費 26,216,374 30,494,823 △ 4,278,449 △ 14.0

△ 764,447,442 △ 704,699,519 △ 59,747,923 △ 8.5

1,033,521,902 953,265,052 80,256,850 8.4

受 取 利 息 3,484 49,481 △ 45,997 △ 93.0

道 補 助 金 18,854,000 17,541,000 1,313,000 7.5

他 会 計 負 担 金 538,529,000 396,897,000 141,632,000 35.7

他 会 計 補 助 金 333,996,000 378,809,000 △ 44,813,000 △ 11.8

長 期 前 受 金 戻 入 36,541,705 37,169,352 △ 627,647 △ 1.7

そ の 他 医 業 外 収 益 105,597,713 122,799,219 △ 17,201,506 △ 14.0

525,293,787 526,277,856 △ 984,069 △ 0.2

支 払 利 息 225,133,088 245,086,218 △ 19,953,130 △ 8.1

雑 支 出 300,160,699 281,191,638 18,969,061 6.7

△ 256,219,327 △ 277,712,323 21,492,996 7.7

185,771 538,700 △ 352,929 △ 65.5

過 年 度 損 益 修 正 益 185,771 538,700 △ 352,929 △ 65.5

34,618,621 22,475,666 12,142,955 54.0

固 定 資 産 売 却 損 0 6,737,545 △ 6,737,545 △ 100.0

長 期 貸 付 金 償 還 免 除 額 28,800,000 2,900,000 25,900,000 893.1

過 年 度 損 益 修 正 損 5,818,621 12,838,121 △ 7,019,500 △ 54.7

△ 290,652,177 △ 299,649,289 8,997,112 3.0

14,628,655,497 14,329,006,208 299,649,289 2.1

14,919,307,674 14,628,655,497 290,652,177 2.0

科　　　目

医 業 収 益

医 業 費 用

医 業 利 益 （ △ 損 失 ）

当 年 度 純 利 益 （ △ 損 失 ）

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

医 業 外 収 益

医 業 外 費 用

経 常 利 益 （ △ 損 失 ）

特 別 利 益

特 別 損 失

 

  



- 33 - 

 

ア 医業収益 

医業収益は８７億６２１万円で、前年度と比較すると３，９９５万円、０．５％の減少と

なっている。 

このうち入院収益は６２億４，０７７万円で、前年度と比較すると９，５９８万円、   

１．６％の増加となっている。これは、患者１人当たりの診療単価が減少したものの、年間

入院患者数が増加したことによるものである。 

また、外来収益は２０億８，０５０万円で、前年度と比較すると９，０１１万円、４．２％

の減少となっている。これは、患者１人当たりの診療単価が増加したものの、年間外来患者

数が減少したことによるものである。 

イ 医業費用・医業損益 

医業費用は９４億７，０６５万円で、前年度と比較すると１，９７９万円、０．２％の増

加となっている。 

これは主として、減価償却費が減少したものの、材料費及び資産減耗費が増加したことに

よるものである。 

医業収益から医業費用を差し引いた医業損失は７億６，４４４万円で、前年度と比較する

と損失額は５，９７４万円、８．５％の増加となっている。 

ウ 医業外収益・医業外費用・経常損益 

医業外収益は１０億３，３５２万円で、前年度と比較すると８，０２５万円、８．４％の

増加となっている。 

これは主として、他会計補助金及びその他医業外収益が減少したものの、他会計負担金が

増加したことによるものである。 

医業外費用は５億２，５２９万円で、前年度と比較すると９８万円、０．２％の減少とな

っている。 

これは、雑支出が増加したものの、支払利息が減少したことによるものである。 

医業損失に医業外収益及び医業外費用を加減した経常損失は２億５，６２１万円で、前年

度と比較すると損失額は２，１４９万円、７．７％の減少となっている。 

エ 特別利益・特別損失・当年度純損益 

特別利益は１８万円で、前年度と比較すると３５万円、６５．５％の減少となっている。 

これは、過年度損益修正益が減少したことによるものである。 

特別損失は３，４６１万円で、前年度と比較すると１，２１４万円、５４．０％の増加と

なっている。 

これは主として、長期貸付金償還免除額が増加したことによるものである。 

経常損失に特別利益及び特別損失を加減した当年度純損失は２億９，０６５万円となり、

前年度繰越欠損金に当該純損失を加えた当年度未処理欠損金は１４９億１，９３０万円とな

っている。 
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なお、総収益、総費用及び当年度未処理欠損金の最近５事業年度の推移は、次のとおりで

ある。 

10,122,376 10,027,101 10,096,999 9,699,966 9,739,920

10,515,455 10,430,575 12,277,121 9,999,616 10,030,572

△ 11,772,770 △ 12,176,244
△ 14,329,006 △ 14,628,655 △ 14,919,308

△ 20,000,000

△ 15,000,000

△ 10,000,000

△ 5,000,000

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

（千円）
総収益、総費用等の推移

総収益 総費用 当年度未処理欠損金

 

（２）経営成績の分析 

ア 経営分析比率 

収益性等について、経営分析比率の推移をみると、次のとおりである。 

（単位：％）

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度
増　減

（２８－２７）

92.7 92.0 95.1 92.5 91.9 △ 0.6

96.5 96.4 99.0 97.2 97.4 0.2

96.3 96.1 82.2 97.0 97.1 0.1

区　　　分

営 業 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

総 収 支 比 率

※ 増減は、比率の増減を表す。
 

（注）１ 営業収支比率（営業収益／営業費用×１００）は、企業本来の営業活動による営業費用が営業収益によって

どの程度賄われているかを示すもので、この比率が高いほど営業利益率が良いことを表し、これが１００％未

満であれば、営業損失が生じていることを意味する。 

（注）２ 経常収支比率（経常収益／経常費用×１００）は、経常的活動による経常費用が経常収益によりどの程度賄

われているかを示すもので、この比率が高いほど経常利益率が良いことを表し、これが１００％未満であれば

経常損失が生じていることを意味する。 

（注）３ 総収支比率（総収益／総費用×１００）は、事業活動に伴う全ての収支のバランスから支払能力と経営の安

定性を見る指標であり、この比率が１００％以上であれば、純利益が生じていることを意味する。 

 

営業収支比率は営業損失が発生していることから９１．９％となっており、前年度と比較

すると０．６ポイントの低下となっている。 

経常収支比率は経常損失が発生していることから９７．４％となっているが、前年度と比

較すると０．２ポイントの上昇となっている。 

また、総収支比率は純損失が発生していることから９７．１％となっているが、前年度と

比較すると０．１ポイントの上昇となっている。  
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４ 財政状態 

当年度の財政状態を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（１）資 産 

（単位：円、％）

２８年度 ２７年度 増　　減 増減率

8,847,508,422 9,094,210,366 △ 246,701,944 △ 2.7

8,686,308,978 8,931,665,922 △ 245,356,944 △ 2.7

土 地 1,160,455,351 1,160,455,351 0 0.0

建 物 6,252,106,937 6,245,849,727 6,257,210 0.1

構 築 物 268,913,936 276,602,206 △ 7,688,270 △ 2.8

器 械 備 品 984,203,275 1,228,129,159 △ 243,925,884 △ 19.9

車 両 運 搬 具 129,479 129,479 0 0.0

建 設 仮 勘 定 20,500,000 20,500,000 0 0.0

2,894,444 2,894,444 0 0.0

電 話 加 入 権 2,894,444 2,894,444 0 0.0

158,305,000 159,650,000 △ 1,345,000 △ 0.8

長 期 貸 付 金 158,305,000 159,650,000 △ 1,345,000 △ 0.8

1,716,564,588 1,899,020,540 △ 182,455,952 △ 9.6

187,908,469 364,840,593 △ 176,932,124 △ 48.5

1,468,225,741 1,472,484,231 △ 4,258,490 △ 0.3

未 収 金 1,481,218,196 1,488,806,040 △ 7,587,844 △ 0.5

貸 倒 引 当 金 △ 12,992,455 △ 16,321,809 3,329,354 20.4

60,430,378 61,695,716 △ 1,265,338 △ 2.1

10,564,073,010 10,993,230,906 △ 429,157,896 △ 3.9

科　　　目

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

資 産 合 計
 

資産合計は１０５億６，４０７万円で、前年度と比較すると４億２，９１５万円、３．９％

の減少となっている。 

ア 固定資産 

固定資産は８８億４，７５０万円で、前年度と比較すると２億４，６７０万円、２．７％

の減少となっている。 

これは主として、器械備品の減価償却に伴う資産減によるものである。 

イ 流動資産 

流動資産は１７億１，６５６万円で、前年度と比較すると１億８，２４５万円、９．６％

の減少となっている。 

これは主として、現金預金が減少したことによるものである。 
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なお、未収金の内訳及び最近５事業年度の過年度未収金とその収入率の推移は、次のとお

りである。 

 

（単位：円、％）

調定額 収入額 不納欠損額 未収入額 収入率

10,837,495,126 9,432,086,177 0 1,405,408,949 87.0

医 業 未 収 金 8,719,843,672 7,334,933,288 0 1,384,910,384 84.1

医 業 外 未 収 金 1,037,849,447 1,019,466,414 0 18,383,033 98.2

そ の 他 未 収 金 1,079,802,007 1,077,686,475 0 2,115,532 99.8

1,483,256,528 1,398,588,841 8,858,440 75,809,247 94.9

医 業 未 収 金 1,465,492,162 1,382,668,825 7,707,966 75,115,371 94.8

医 業 外 未 収 金 15,626,261 15,499,960 13,876 112,425 99.3

そ の 他 未 収 金 2,138,105 420,056 1,136,598 581,451 41.9

12,320,751,654 10,830,675,018 8,858,440 1,481,218,196 88.0

現 年 度 未 収 金

過 年 度 未 収 金

合　　計

科　　　目

 

（単位：円、％）

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

138,811,971 115,966,520 100,234,148 89,466,689 75,809,247

91.2 93.1 93.9 94.3 94.9

過 年 度 未 収 金

収 入 率

区　　　分
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（２）負債及び資本 

（単位：円、％）

２８年度 ２７年度 増　　減 増減率

9,642,449,263 10,060,801,048 △ 418,351,785 △ 4.2

7,819,514,716 8,268,792,639 △ 449,277,923 △ 5.4

1,822,934,547 1,792,008,409 30,926,138 1.7

退 職 給 付 引 当 金 1,822,934,547 1,792,008,409 30,926,138 1.7

2,520,279,121 2,844,350,350 △ 324,071,229 △ 11.4

550,000,000 800,000,000 △ 250,000,000 △ 31.3

880,277,923 1,052,947,146 △ 172,669,223 △ 16.4

754,933,207 681,767,148 73,166,059 10.7

15,369 24,777 △ 9,408 △ 38.0

48,693,714 47,287,548 1,406,166 3.0

286,358,908 262,323,731 24,035,177 9.2

賞 与 引 当 金 240,441,906 221,070,099 19,371,807 8.8

法 定 福 利 費 引 当 金 45,917,002 41,253,632 4,663,370 11.3

297,516,636 334,058,341 △ 36,541,705 △ 10.9

693,952,000 693,952,000 0 0.0

△ 396,435,364 △ 359,893,659 △ 36,541,705 △ 10.2

12,460,245,020 13,239,209,739 △ 778,964,719 △ 5.9

13,023,135,664 12,382,676,664 640,459,000 5.2

△ 14,919,307,674 △ 14,628,655,497 △ 290,652,177 △ 2.0

14,919,307,674 14,628,655,497 290,652,177 2.0

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 14,919,307,674 14,628,655,497 290,652,177 2.0

△ 1,896,172,010 △ 2,245,978,833 349,806,823 15.6

10,564,073,010 10,993,230,906 △ 429,157,896 △ 3.9

科　　　目

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金

流 動 負 債

一 時 借 入 金

企 業 債

未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

欠 損 金

 

ア 負 債 

負債合計は１２４億６，０２４万円で、前年度と比較すると７億７，８９６万円、５．９％

の減少となっている。 

（ア）固定負債 

固定負債は９６億４，２４４万円で、前年度と比較すると４億１，８３５万円、４．２％

の減少となっている。 

これは主として、１年を超えて償還される企業債が減少したことによるものである。 

（イ）流動負債 

流動負債は２５億２，０２７万円で、前年度と比較すると３億２，４０７万円、    

１１．４％の減少となっている。 

これは主として、一時借入金及び企業債が減少したことによるものである。 
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なお、企業債未償還残高は８６億９，９７９万円で、前年度と比較すると６億２，１９４万

円の減少となっている。 

241,000

393,300
507,000

239,000

431,000

728,244

982,131 1,009,232 1,033,538 1,052,947

11,207,341
10,618,510

10,116,278
9,321,740

8,699,793

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

2,000,000

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

(千円)

企業債の推移

当年度借入高 当年度償還高 当年度末残高

(借入高・

償還高)
(残高)

(千円)

 

（ウ）繰延収益 

繰延収益は２億９，７５１万円で、前年度と比較すると３，６５４万円、１０．９％の

減少となっている。 

これは、有形固定資産の減価償却に伴い収益化累計額が減少したことによるものである。 

イ 資 本 

資本合計は△１８億９，６１７万円で、前年度と比較すると３億４，９８０万円、    

１５．６％の増加となっている。 

（ア）資本金 

資本金は１３０億２，３１３万円で、前年度と比較すると６億４，０４５万円、５．２％

の増加となっている。 

これは、一般会計からの繰入れにより増加したものである。 

（イ）剰余金 

剰余金は△１４９億１，９３０万円で、前年度と比較すると２億９，０６５万円、   

２．０％の減少となっている。 

これは、当年度純損失が生じたことにより当年度未処理欠損金が増加したものである。 
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（３）財政状態の分析 

経営の健全性等について、財務分析比率の推移をみると、次のとおりである。 

（単位：％）

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度
増　減

（２８－２７）

△ 5.0 △ 22.9 △ 19.5 △ 17.4 △ 15.1 2.3

98.1 111.4 110.5 111.6 110.0 △ 1.6

111.4 64.1 65.6 66.8 68.1 1.3

区　　　分

自 己 資 本 構 成 比 率

固 定 資 産 対 長 期 資 本 比 率
（ 固 定 長 期 適 合 率 ）

流 動 比 率

※ 増減は、比率の増減を表す。
 

（注）１ 自己資本構成比率（（資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益）／負債資本合計×１００）は、総資本のう

ち自己資本が占める割合を表し、この比率が高いほど経営の安全性は大きいものといえる（平成２７年度にお

ける病院事業会計の全国平均は２９．０％）。 

（注）２ 固定資産対長期資本比率（固定資産／（資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益）×１００）は、

固定資産が、返済期限のない自己資本や長期に活用可能な固定負債等により調達されている程度を表し、１０

０％以下であることが望ましい。 

（注）３ 流動比率（流動資産／流動負債×１００）は、流動負債に対する支払能力及び運転資金の状態を示し、理想

比率は２００％以上とされている。 

（注）４ 自己資本構成比率及び固定資産対長期資本比率は、会計基準の見直しに伴い、平成２６年度から算出方法が

変更されている。 

 

自己資本構成比率は△１５．１％で、欠損金が資本金を上回っていることからマイナスで推

移しているものの、前年度と比較すると欠損金が増加したものの、自己資本金が増加したこと

により２．３ポイントの上昇となっている。 

固定資産対長期資本比率は１１０．０％となり、前年度と比較すると固定負債が減少したも

のの、資本金が増加したことにより１．６ポイントの低下となっている。 

また、流動比率は６８．１％となり、前年度と比較すると流動資産が減少したものの、流動

負債が減少したことにより１．３ポイントの上昇となっている。 
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５ キャッシュ･フローの状況 

当年度のキャッシュ・フローの状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（単位：円）

２８年度 ２７年度 増　　減

当期純利益（△は純損失） △ 290,652,177 △ 299,649,289 8,997,112

減価償却費 627,543,813 684,875,365 △ 57,331,552

固定資産売却損 0 6,737,545 △ 6,737,545

長期貸付金償還免除額 28,800,000 2,900,000 25,900,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 30,926,138 32,269,355 △ 1,343,217

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 3,329,354 △ 4,441,767 1,112,413

賞与引当金の増減額（△は減少） 19,371,807 △ 709,068 20,080,875

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 4,663,370 430,035 4,233,335

長期前受金戻入額 △ 36,541,705 △ 37,169,352 627,647

受取利息 △ 3,484 △ 49,481 45,997

支払利息 225,133,088 245,086,218 △ 19,953,130

固定資産除却損 29,478,916 6,596,138 22,882,778

未収金の増減額（△は増加） 7,587,844 90,697,164 △ 83,109,320

未払金の増減額（△は減少） 73,166,059 153,536,459 △ 80,370,400

未払費用の増減額（△は減少） △ 9,408 △ 7,384 △ 2,024

預り金の増減額（△は減少） 1,406,166 1,471,116 △ 64,950

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,265,338 △ 9,793,969 11,059,307

小　　　計 718,806,411 872,779,085 △ 153,972,674

利息の受取額 3,484 49,481 △ 45,997

利息の支払額 △ 225,133,088 △ 245,086,218 19,953,130

493,676,807 627,742,348 △ 134,065,541

有形固定資産の取得による支出 △ 411,665,785 △ 221,388,000 △ 190,277,785

有形固定資産の売却による収入 0 12,176,000 △ 12,176,000

長期貸付金の償還による収入 7,395,000 8,550,000 △ 1,155,000

長期貸付金の貸付による支出 △ 34,850,000 △ 38,450,000 3,600,000

△ 439,120,785 △ 239,112,000 △ 200,008,785

一時借入による収入 2,410,000,000 3,080,000,000 △ 670,000,000

一時借入金の返済による支出 △ 2,660,000,000 △ 3,060,000,000 400,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 431,000,000 239,000,000 192,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,052,947,146 △ 1,033,538,246 △ 19,408,900

一般会計からの繰入による収入 640,459,000 622,284,000 18,175,000

△ 231,488,146 △ 152,254,246 △ 79,233,900

△ 176,932,124 236,376,102 △ 413,308,226

364,840,593 128,464,491 236,376,102

187,908,469 364,840,593 △ 176,932,124

区　　　分

業務活動によるキャッシュ・フロー

合　　　計

投資活動によるキャッシュ・フロー

合　　　計

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金期首残高

資金期末残高

合　　　計

資金増加額（又は減少額）
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キャッシュ・フローの状況をみると、当年度における資金は、業務活動で得た４億９，３６７

万円を、投資活動に４億３，９１２万円、財務活動に２億３，１４８万円充てた結果、１億    

７，６９３万円減少したため、期末残高は１億８，７９０万円となっており、その主な内容は次

のとおりである。 

（１）業務活動によるキャッシュ・フロー（企業における通常の営業活動に係る資金の状況を表

す。） 

業務活動によるキャッシュ・フローは、当年度純損失２億９，０６５万円を計上したもの

の、減価償却費が６億２，７５４万円、未払金の増加が７，３１６万円あったことなどによ

り４億９，３６７万円の資金を得た。 

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー（将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資

活動に係る資金の状況を表す。） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出が４億１，１６６

万円あったことなどにより４億３，９１２万円の資金を使用した。 

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー（資金の調達及び返済に係る状況を表す。） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、一般会計からの繰入による収入が６億４，０４５

万円、企業債による収入が４億３，１００万円あったものの、企業債の償還による支出が  

１０億５，２９４万円あったことなどにより２億３，１４８万円の資金を使用した。 
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６ 意見 

病院事業会計の平成２８年度決算においては、当年度純損失が２億９，０６５万円となってお

り、前年度繰越欠損金に当該純損失を加えた当年度未処理欠損金は前年度から２．０％増加した

１４９億１，９３０万円となっている。 
経営成績及び財政状態をみると、経営成績は、損失が発生していることから、いずれの比率も

低い水準で推移している。 
財政状態も、自己資本構成比率及び流動比率は改善傾向が見られるものの、いずれの比率も引

き続き低い水準で推移しており、患者数の減少が続いている中で、病院経営は厳しい状況が続く

ものと思料される。 
建設改良事業については、逆浸透法精製水製造装置等の医療機器の更新を行い、安心・安全な

医療の提供及び効率化に取り組むとともに、電気中央監視システムの更新を行い、経費削減を図

る取組を実施している。 
また、リハビリテーション機能の増強、地域包括ケア病棟や医療連携・患者支援センターの開

設等により患者の復帰支援体制の強化を図りつつ入院収益が増加するなど、収益確保の取組に一

定の効果を上げているほか、診療材料等一元管理（ＳＰＤ）による不良・不動在庫発生の抑制に

引き続き取り組むとともに、後発医薬品への積極的な切替え、みなと診療所における新電力の導

入、院内照明器具の交換など経費削減にも取り組んでいる。 
市立病院は、西胆振地域における公的医療を担う中核的医療機関として、救急、精神、感染症

等の不採算分野での医療を提供する役割が求められている一方、公営企業としての安定的な経営

を図る必要があるが、建物、設備等の改修・更新の時期を迎えているほか、医師不足に伴う診療

体制への影響などにより、経営環境は一層厳しさを増すことが予想される中で、今後、資金不足

の発生が見込まれていることなどから、平成２９年３月に改定した新経営改革プランを着実に推

進し、計画的、効率的な事業運営を進めることが必要である。 
今後とも、医療技術の進展等の社会情勢の変化や医療制度改革などを的確に把握し、より一層

の収益確保及び費用節減を徹底するなど積極的な経営改善に取り組み、安定した財政基盤の確立

に努めるよう望むものである。 


